
２０２５年（令和７年）１０月１５日 （水曜日） （８）
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　※いわて防災学教室のバックナンバーは、岩手大

学地域防災研究センターのホームページ「公開情報」

で閲覧できます。

　雫石盆地西縁断層帯の活断層分布。活断層は、主に
中田・今泉編（2002）に基づく、竜川以南は、活断層
研究会（1991）に基づく。背景および地形陰影図は地
理院地図から作成。

　岩手県には折爪断層、北上低地西縁断層帯、雫石

盆地西縁断層帯、真昼山地東縁断層帯の四つ活断層

が存在する。前回のコラム（2025年５月14日掲載）

では、県内で最も長い活断層である北上低地西縁断

層帯について詳細を述べた。今回のコラムでは、雫

石盆地西縁断層帯について述べていく。

　雫石盆地西縁帯は、岩手山南麓の雫石町長山付近

から同町鶯宿まで、雫石盆地の西縁を限るように延

びる長さ約17㎞の活断層であるとされている（図参

照）。同断層帯は、西傾斜（西に向かって断層面が

深くなる）の断層面を持ち、活断層の西側を隆起さ

せる逆断層とされている（地震調査研究推進本部、

2005）。また、記憶に残っている読者もあるかもしれ

ないが、雫石盆地西縁断層帯では1998年９月３日に

マグニチュード6.2の地震が発生しており、雫石町

長山で震度６弱を観測している。この地震では、雫

石盆地西縁断層帯の一部が活動し、地表に約30㎝の

変位が、約800ｍの区間にわたって現れ、篠崎地震

断層と呼ばれた（図中、葛根田川と雫石盆地西縁断

層帯の活断層線が交わる付近）。

　この地震の後、掘削調査（トレンチ調査）が行わ

れ、断層による地層の切断、変形、および地層の堆

積状況と地層の年代とを調べることにより、雫石盆

地西縁断層帯の最新活動は、約2800年前以降から14

世紀の間であったことが分かっている。また、その

時の地震による活断層の変位量は70㎝程度であった

と推定されている。

　地震調査研究推進本部では、1998年の篠崎地震断

層を形成した地震活動は、雫石盆地西縁断層帯の一

部のみが活動したものであると評価している。つま

り、長さ17㎞の雫石盆地西縁断層帯全体が活動する

ような、別の大きな地震（マグニチュード6.9程度）

が生じうると考えている。1998年のマグニチュード

6.2の地震と、マグニチュード6.9では、数値は0.7し

か変わらず、数字上はそれほど大きな違いはないよ

うに感じるかもしれないが、地震時に放出されるエ

ネルギーの量は、約11倍も後者のほうが大きい。マ

グニチュード6.9の地震が発生した場合には、地震

の揺れによる被害や活断層のずれによる被害など、

1998年の地震よりもさらに大きな被害が発生するこ

とが予想される。

　また、雫石盆地西縁断層帯の最新活動については

上記の通り、トレンチ調査によって明らかにされた

が、断層の活動間隔など、未だ明らかになっていな

い情報も多い。つまり、現時点において、次の大地

震が、差し迫った状況にあるのか、またはそうでは

ないのかが、これまでの調査結果からは詳しく評価

できていない。

　1998年に被害地震が発生しているため、雫石盆地

西縁断層帯では、しばらくは大地震が発生する可能

性は低いと考えていた読者もいるかもしれないが、

同断層帯が発生させる地震に対しては、今後も注意

と備えが必要である。
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　東北防衛局は14日、東北６県内

の同局における施設整備（26年度

概算要求）の概要を公表した。本

県内では、宿舎の整備等に約31億

円を要求している。東北６県での

概算要求額の合計は約956億円。

　各県の要求項目を見ると、青森

県内では港湾施設の整備等に約64

8億円、本県内では宿舎の整備等

に約31億円を要求。宮城県内では

雨水排水の整備等に約223億円、

秋田県内では隊庁舎の整備等に約

33億円、山形県内では最適化事業

に係る整備等に約７億円、福島県

内では通信管路の整備等に約14億

円をそれぞれ要求している。

　同局によると、25年度の発注予

定が約700億円、26年度予算の概

算額が約900億円で、23年度の発

注額の約200億円から３～４倍以

上の規模となっている。

　同局では、工事発注に際し、工

事種別の分離または工事範囲の分

割など、適切な発注規模を設定す

るとともに、企業と技術者の施工

実績、経験に関する要件の緩和に

取り組むほか、工事確認・検査の

遠隔臨場の対象工事の拡大による

効率的な工事の推進、現場閉所型

週休２日工事による労働環境の改

善、物価等上昇への対応を契約書

に記載するなど、さまざまな工夫

を行っているとしている。

　さらに、「施設整備では地元企業

の協力が不可欠」としている。

県建築住宅課　　　　　　　　　

　県土整備部建築住宅課は14日付

で、簡易公募型プロポーザルで実

施する中山の園改築等工事設計業

務を公告した。同業務は、ＢＩＭ

活用に係るＥＩＲ（発注者情報要

件）を適用する業務。参加希望者

は参加表明書を30日17時までに、

持参または郵送（書留郵便に限る）

により提出すること。技術提案書

等の提出期限は12月９日17時。

▽中山の園改築等工事設計業務

期　限　2027年３月15日まで

業務内容　中山の園は、1979年に

開設して以来、40年以上が経過

しており、施設や設備の老朽化

とともに、入所者の高齢化や障

がいの重度化等という新たな課

題が生じてきている。こうした

課題に対応しつつ、今後も岩手

県における知的障がい者支援の

（７面へつづく）

　県南広域振興局一関審査指導監

は14日付で、簡易総合評価落札方

式（簡易２型）で実施する「経営

体育成基盤整備事業新山南地区第

14号調査測量設計業務委託」を公

告した。申請書の提出期限は28日

正午で、入札は11月４日を予定し

ている。（関連７面）

　新山南地区は一関市大東町大原

地区に位置し、国道343号大原バ

イパスの南側、傾斜地に広がるほ

場地帯。昭和30年代に積雪寒冷地

帯土地改良事業新山地区、同事業

七切地区の一部で整備され、現在

のほ場は10～20㌃の小区画。農道

も幅員２㍍と狭いため、効率的な

営農ができない状況にある。

　用水路や排水路は、土水路の箇

所がほとんどで、維持管理に多大

な労力を費やしているほか、水路

底が浅く農地の排水が不十分のた

め、水田の汎用化が困難な状況に

ある。農業従事者の高齢化ととも

に担い手不足が顕在化し、地域の

担い手育成が急務になっている。

　県は大型機械の導入による効率

的な営農、農地利用集積の促進、

経営規模の拡大による担い手の経

営安定化に向け、21年度に経営体

育成基盤整備事業に着手した。

　全体計画は、整地工72.4㌶、農

道１万4448㍍、用水路１万7021㍍、

排水路１万724㍍、暗渠排水19.1

㌶などで、総事業費は35億4200万

円と試算されている。事業期間は

30年度までを見込んでいる。

　整地工は、30㌃が標準区画で、

傾斜のある箇所は20㌃とする計

画。農道は5.0（4.0）㍍の幅員が

標準の砂利道とする。

　用水路はパイプラインで、口径

75～300㍉を予定。排水路は、口

径300×300～900×900㍉で、コン

クリートフリュームを見込む。暗

渠排水を整備することにより、余

剰労働力を活用した玉ねぎ等の高

収益作物の作付拡大が可能とな

る。

　今回の業務は、用水機場実施設

計一式、ため池改修実施設計一式、

ほ場整備実施設計一式、土質調査

（ボーリング調査）一式、現地測

量一式で、委託期間は 26年３月

16日までを予定している。

　用水機場は「１ー１」と「１―

２」の２基で、現地調査などを行

った上で、調査資料に基づきポン

プ原動機の機種、台数、口径、機

場位置、形式、基礎工の詳細比較

を行い、ポンプ主要機器の選定配

置、機場規模の基本的事項を決定

する。

　ため池改修に向けた設計では、

堤体・洪水吐・取水施設等の相互

の関連を検討し、設計作業の基本

方針を作成。設計洪水量の検討で

は総貯水量、有効貯水量、設計堆

砂量、設計洪水量を算定する。そ

の上で、地質調査、土質試験結果

により堤体の設計諸数値および基

本断面を決定する。改修対象とな

るため池は、堤高6.3㍍、堤長58

㍍で、設計洪水量は0.37立方㍍。

　ほ場整備実施設計では、送配水

管路送配水管路1.3㎞の設計を行

う。水理計算および埋設タイプご

との断面について構造計算を行っ

た上で管種を選定。縦断計画図、

管割図を作成する。

　県北広域振興局二戸審査指導監

は14日付で、条件付一般競争入札

で実施する「経営体育成基盤整備

事業福田地区第９号業務委託」を

公告した。申請書の提出期限は22

日正午で、入札は29日に行われる。

（関連７面）

　福田地区の農地は10㌃程度と小

区画であることに加え、農道が狭

小であることから、大型機械導入

が妨げられている。このことから

担い手への農地利用集積が進ま

ず、効率的な営農が阻害されてい

る。

　地区内の水路は用排兼用の土水

路であり、用水の安定確保と排水

に支障をきたしているほか、維持

管理に多大な労力を要している。

加えて頭首工から地区内までの約

１㌔の導水路はコンクリートが劣

化しており、豪雨時は土砂が流入

するなど、通水に支障をきたして

いる現状にある。

　県では、これらの課題解決に向

けて19年度から同地区で経営体育

成基盤整備事業に着手。全体計画

は区画整理42.3㌶、暗渠排水37.9

㌶で、総事業費は16億円と試算さ

れている。

　標準区画50㌃を標準とする水田

の大区画化や耕作道の拡幅を行う

ことで大型機械の導入を可能と

し、担い手への農地利用集積を促

進することで、効率的な営農を支

援する。また、用水路のパイプラ

イン化や排水路の装工、暗渠排水

の整備により、用水の安定供給や

維持管理の軽減を図り、水田の汎

用化による高収益作物の導入を促

進することによって、地域全体の

収益向上を目指す。

　今回公告された第９号業務の業

務内容は、現地踏査および調査一

式、幹線用水路実施設計23.3㍍、

幹線用水路機能診断0.123㌔、路

線測量0.02㌔など。委託期間は26

年３月13日までを予定している。


